
愛知県の労働行政
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始めに…
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Ⅰ 労働分野における県の役割
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ハローワーク（公共職業安定所）は、
どこの機関？
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（１）国（厚生労働省）
（２）県
（３）市町村

Q1



労働基準監督署は、どこの機関？
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Q2

（１）国（厚生労働省）
（２）県
（３）市町村



労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用
の安定及び職業生活の充実等に関する法律
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昭和四十一年法律第百三十二号（旧雇用対策法）

第4条（国の施策）
国は、次に掲げる事項について、総合的に取り組まなければならない。

一 労働時間の短縮等労働条件の改善、多様な就業形態の普及、
雇用形態又は就業形態の異なる労働者の間の均衡のとれた待遇の確保

二 職業指導及び職業紹介
三 職業訓練及び職業能力検定
四 職業の転換、地域間の移動、職場への適応等を援助
五 事業規模の縮小等の際の失業の予防及び円滑な再就職の促進
六 雇用管理、雇用状況等の職場に関する事項職業に関する事項の情報提供
七〜 女性、青少年、高年齢者、障害者等の就業の促進

☆ 同様に、労働基準法で、国（厚労省）が同法の監督をすると規定

※簡略して記載
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労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用
の安定及び職業生活の充実等に関する法律

第5条（地方公共団体の施策）
地方公共団体は、国の施策と相まって、当該地域の実情に応じ、労働に
関する必要な施策を講ずるように努めなければならない。

第31条（国と地方公共団体との連携）
国及び地方公共団体は、国の行う職業指導及び職業紹介の事業等と地方
公共団体の講ずる雇用に関する施策について、相互の連携協力の確保に
関する協定の締結、同一の施設における一体的な実施その他の措置を講
ずることにより、密接な関連の下に円滑かつ効果的に実施されるように
相互に連絡し、及び協力するものとする。

第32条（要請）
地方公共団体の長は、当該地方公共団体の区域内において、多数の離職
者が発生したとき等必要があると認めるときは、厚生労働大臣に対し、
労働者の職業の安定に関し必要な措置の実施を要請することができる。
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愛知県雇用対策協定

2016年８月22日 愛知県と愛知労働局とで締結

第1条（目的等）
この協定は、雇用対策法第31条及び雇用対策法施行規則第13条の３に基
づく協定であり、愛知県と愛知労働局がより一層連携・協働して、「産業
人材の育成・確保」、「若者・女性・高齢者・障がい者等の活躍促進」、
「ワーク・ライフ・バランス、働き方改革」等の取組を推進することを目
的とする。。

第2条（事業内容等）
愛知県と愛知労働局は、前条の目的を達成するため、具体的な取組及び
実施方法等を事業計画として毎年度定めるものとする。

〈令和５年度の事業計画〉
https://www.pref.aichi.jp/press-release/g-renkeikaigi-2023-keikaku.html

https://www.pref.aichi.jp/press-release/g-renkeikaigi-2023-keikaku.html


県の役割
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１ （労働関係の）周知・啓発

２ 相談（労働相談、職業相談等）

３ 国（愛知労働局）と連携した、
または、国を補完する事業
（地域の実情に応じ必要なもの）



愛知県が実施している労働施策は？
（間違いが1つ）
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Q3

テレワーク
の推進

労働安全衛
生の啓発

労働相談

就職面接会
の開催

若者の就職
相談

職業訓練 企業の人材
育成支援

最低賃金の
決定

① ② ③ ④

⑤ ⑥ ⑦ ⑧



愛知県労働局の紹介
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あいち人財力強化プロジェクト
イメージキャラクター「アイチータ」



愛知県労働局
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主な仕事課室名

勤労者福祉、労使関係の安定、
雇用均等・仕事と家庭の両立支援労働福祉課

若年者・高齢者・障害者・定住外国人
就職氷河期世代雇用対策就業促進課

産業人材育成、公共訓練産業人材育成課

技能五輪・アビリンピック推進技能五輪・アビリン
ピック推進室



愛知県労働局
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労働福祉課の事業 ①
○テレワークの導入・定着支援

・テレワークサポートセンターの運営

・アドバイザーの派遣

・テレワークスクールの開催

○男性育児休業の取得促進

・アドバイザーの派遣

・セミナー、ワークショップの開催

・中小企業等に対する奨励金の支給
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労働福祉課の事業 ②
○働き方改革の推進

・休み方改革マイスター企業認定制度の創設

・企業の働き方改革への取組支援

・若者職場定着の取組支援

○あいち労働総合支援フロアの運営
・労働、就業に関する幅広い最新情報の提供

・職業適性検査を活用したキャリアカウンセリング

・賃金、労働時間等の労働問題全般にわたる相談
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就業促進課の事業 ①

〇若者の活躍支援

愛知労働局と連携して運営する「ヤング・ジョブ・あいち」

において就職に関するサービスをワンストップで提供

・職業選択サポート

・キャリアコンサルタントによる

就職相談

〇就職氷河期世代の活躍支援
就職氷河期世代の正社員就職を支援するため、キャリア

カウンセリング、ビジネススキルの向上を図るための研修

及び職場実習等を実施
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就業促進課の事業 ②

〇障害者の活躍支援

愛知労働局と連携して運営する「あいち障害者雇用総合

サポートデスク」において、障害者雇用に取り組む企業を

サポートする相談窓口

〇外国人の活躍支援

定住外国人の県内企業への就労を促進

・相談窓口の設置や企業に対する専門家の派遣

・求人、採用活動から定着までを継続的に支援

18



産業人材育成課の事業 ①

○デジタル人材育成の支援

・中小企業に対してアドバイザーの派遣、研修カリキュラム作成支援

などを行うモデル事業を実施

・現場リーダーや一般社員向けなど階層に応じた人材育成研修を実施

○あいち技の伝承士の派遣

・熟練技能者を「あいち技の伝承士」として認定・登録

・若手従業員、外国人技能実習生等の実技指導の講師として、

中小企業等に派遣
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産業人材育成課の事業 ②

○県立高等技術専門校等の管理・運営

・県立高等技術専門校３校（名古屋、岡崎、東三河）において

モノづくり分野を中心とした職業訓練を実施（施設内訓練）

・障害者の方を対象とした職業訓練を国立県営の愛知障害者職業能力

開発校等で実施

・民間教育機関等に委託し、デジタル分野、介護分野などの

職業訓練を実施（委託訓練）
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○技能五輪全国大会・全国アビリンピックの開催

国等の主催により、愛知県国際展示場を主要会場として、開催される

技能五輪全国大会・全国アビリンピックを盛り上げる取組を実施

・選手の競技実演、小学生ミニ技能競技大会を行うＰＲイベント（８月６日）

・モノづくり体験、地元グルメの提供を行うＰＲイベント（11月18日）

・大会出場を目指す選手の育成費及び大会参加費の助成

技能五輪・アビリンピック推進室の事業 ①
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2023年度

第61回技能五輪全国大会

（11月17日（金）～21日（火））

第43回全国アビリンピック
（11月17日（金）～19日（日））



○技能五輪国際大会の招致

２年に１度開催される技能五輪国際大会（次回：2024年フランス開催）

の招致に向けて、招致機運の醸成を図るためのイベント等を開催

○モノづくり魂浸透事業の実施

小・中学校等を対象に、技能五輪メダリスト等による出前講座、

技能五輪・アビリンピックを目指す選手が行う練習の見学会を実施

○JuniorSkills「アイチ―タ杯」の開催

小・中学生を対象に、未来のデジタル利活用人材の育成を推進するため、

ロボット製作とプログラミングによる制御を競い合う競技大会を開催

技能五輪・アビリンピック推進室の事業 ②

22【技能五輪メダリストよる出前講座】 【アイチ―タ杯 当日の様子（2022年度）】



Ⅱ 愛知県の雇用情勢
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有効求人倍率とは…
○求職者１人対して何件の求人があるかを示す指数

○雇用動向を表す指標の一つで、景気動向とほぼ連動して
動くため「景気動向指数」としてもよく用いられる

○厚生労働省が全国のハローワークの把握する数字をベー
スに算出

○多くの企業が求人募集をしているとき（求職者数よりも
求人数が多いとき）は「１を上回り」、企業があまり求
人を募集しないとき（求人数よりも求職者数が多いとき）
は「１を下回る」

有効求人の数

有効求職者の数
有効求人倍率 ＝
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最近の有効求人倍率
愛知労働局「最近の雇用情勢（令和5年８月分）」
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職業別の有効求人倍率
愛知労働局「最近の雇用情勢（令和5年８月分）」



有効求人倍率（年度平均）の推移
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厚生労働省「一般職業紹介状況」、愛知労働局「最近の雇用情勢」に基づき作成



有効求人倍率（月別）の推移
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厚生労働省「一般職業紹介状況」、愛知労働局「最近の雇用情勢」に基づき作成



検証資料：人口（区分別）の推移
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愛知県企画課「あいちレポート2022」より抜粋

〔省略〕

9.9％
71.6％

18.5％



検証資料：完全失業率の推移
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愛知県統計課「あいちの就業状況」に基づき作成



検証資料：県内中小企業の景気動向
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愛知県産業政策課「中小企業景況調査結果」より

《業況判断D.I.》
前年同期と比べて総合的な景況判断が「好転」したとする企業の割合から、
「悪化」したとする企業の割合を差し引いた値



検証資料：国制度の概要
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【「リーマンショック」期】
＜雇用創出の基金事業＞

地域の雇用失業情勢が厳しい中で、離職した失業者等の雇用機会を
創出するため、各都道府県に基金を造成し、各都道府県及び市区町
村において、地域の実情や創意工夫に基づき、雇用の受け皿を創り
出す事業

【「緊急事態宣言（コロナ）期】
＜雇用調整助成金（特例）＞

景気の変動、産業構造の変化などに伴う経済上の理由によって事業
活動の縮小を余儀なくされた事業主が、一時的に休業等（休業及び
教育訓練）または出向を行って労働者の雇用の維持を図る場合に、
休業手当、賃金などの一部を助成する事業
新型コロナウイルス感染症の影響に伴う特例により「助成率及び上
限額の引き上げ」を実施

厚生労働省ホームページ及びリーフレット等より



県内大学･短期大学の2023年3月
卒業者の就職内定率
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愛知県就業促進課：2023年4月27日記者発表資料より



新規学卒就職者の離職状況（全国）
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厚生労働省：令和5年10月20日記者発表資料より

前年より＋0.8P



初めて勤務した会社をやめた主な理由
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厚生労働省『平成30年「若年者雇用実態調査」結果』より

○初めて勤務した会社をやめた理由（３つまでの複数回答）についてみ
ると、「労働時間・休日・休暇の条件がよくなかった」が30.3％、

「人間関係がよくなかった」が26.9％、「賃金の条件がよくなかった」
が23.4％、「仕事が自分に合わない」が20.1％の順となっている。

○これを初めて勤務した会社での勤続期間階級別にみると、１年未満の
期間では「人間関係がよくなかった」と回答した割合が最も高いが、
１年以上～10年未満の期間では「労働時間・休日・休暇の条件がよく
なかった」と回答した割合が最も高くなっている。また、10年以上の
期間では「結婚、子育てのため」と回答した割合が最も高くなってい
る。



県内の中小企業の状況
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愛知県産業政策課「あいちの産業と労働Q＆A」より抜粋



〔参考〕中小企業を探すためのツール
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ユースエール企業
（国所管事業）愛知ブランド企業あいち女性輝き

カンパニー
愛知県休み方改革
マイスター企業

ファミリー・
フレンドリー企業
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Ⅲ 愛知県労働局の主な施策
～「あいち経済労働ビジョン２０２１－２０２５」より～
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危機を乗り越え、世界に輝く国際イノベーション都市へ

魅力と刺激のあるまちづくり
革新的技術の社会実装 スマートシティ化の展開
観光都市としての地域ブランド力の形成、発信
リニア、ジブリパークなどの大型プロジェクト

グローバル化への対応
グローバル市場への挑戦

海外の大学、研究機関等との連携
新たなパートナーシップの構築

デジタル化への対応
スタートアップと連携したイノベーションの創出等

モノづくり産業の集積拡充
集積が集積を呼ぶロックイン効果

愛知型
成長

モデル

圧倒的な産業集積
中小・小規模企業/次世代産業・地域産業

安心して生きがいや働きがいを
持って活躍できる環境 高度な人材力

目指すべき姿
計画の目標
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緊急対策：新型コロナウイルス感染症への対応

基
盤
施
策
：
中
小･

小
規
模
企
業
の
持
続
的
発
展

柱１次世代産業の振興・イノベーションの創出

柱２地域産業の活性化

柱３観光・交流を通じた地域の魅力・ブランド力の向上

柱４グローバルな産業拠点機能の向上

柱５誰もが安心して生き生きと活躍できる環境づくり

柱６愛知の産業を担う人財力の強化

施策の体系と具体的な施策

イノベーションが次々と
生み出されるとともに、
持続可能な社会を支える
産業が展開する地域

人や企業を呼び込み、世
界的な交流・連携の拠点
となる存在感のある地域

誰もが自らの能力を高め
・発揮し、安心して生き
がいや働きがいをもって
活躍できる地域

目指すべき姿 目指すべき姿に向けた施策展開

当面の危機対応
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目指すべき姿に向けた施策展開（抜粋）
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目指すべき姿に向けた施策展開（抜粋）
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目指すべき姿に向けた施策展開（抜粋）
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目指すべき姿に向けた施策展開（抜粋）



ご清聴ありがとうございました。
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